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Abstract 
Whcn we sec the recent amend田entof the FundamentaI Law of Education and relatcd documents， 
we cannot but think出ata “cooperation system at a fuIl society scale" is proposed. This concept of a 
“full-society scale systemぺmeansthat a national cooperation network system is needed. But it has not 
been organized yet. 
In lhis paper， we discuss some ways for making a diagnosis and make some proposals for lhe 
or罫anizationof a network for the develop臨entof lifelon罫learningactivities as a new challenge. 
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1.はじめに
一新たなネットワークの構築の必要性 一
生涯学習関係者にとって，生涯学習活動を推進する
に当たって，新たなネットワークの構築は喫緊の課題
である.特に，行政担当者にとっては最E重要課題とし
て捉える必要がある.筆者は，平成20年度地域づく
りセミナー「ふくおか高齢者はつらつ活動拠点事業~
コーディネーター研修J(平成20年9月5日)におい
て. r新たなネットワークの構築と診断の在り方を探
るjのテーマで研究発表の機会を得たその事業関係
者と協議する中で，この地域づくりセミナーの参加者
であるコーディネーターが，関係機関・同体とのネッ
トワークの構築にその必要性と多くの課題を持ってい
ることに気付かされた 本論テーマを教育基本法と言
う我が国の「教育の憲法jと言うべき法律が改正され
た後の「新たなネットワーク構築jとして論考した.
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執筆の動機もそこにある.
ではなぜ今，新しいネットワークの構築が課題か.
それは，我が図の教育界は新しい時代を迎えているこ
とにある.すなわち，平成18年12月，いわゆる「闘
の教育の憲法jとなる教育基本法日が，約例年ぶり
に改正されたことである.さらに，教育再生会議「社
会総がかりで教育再生を(最終報告)J (平成20年1月
31日)剖，中央教育審議会答申「新しい時代を切り拓
く生涯学習の振興方策について ~知の循環型社会の
構築を目指して-J(平成20年2月19日)剖'中央教育
審議会答申「教育振興基本計i剖{平成20年4月18孔
7月1日閣議決定)叫， r社会教育法j改正(平成20年
8月11日法律第59号)"等が矢継ぎ早に出されている.
この時期を捉え，生涯学習の推進にどのようなネット
ワークの織築が必要か明らかにする必要があるからで
ある.筆者はネットワークの研究については. r生涯
学習社会の支援体制 ネットワーク行政の推進 j
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(W生滋学習社会』ミネルパ書房，平成14(2002)年
10月20日.pp132-149)引として，すでに発表してき
た閉しかし，今，新たなネットワークの構築が必要に
なってきたのである.そこで，①なぜ今，新たなネッ
トワーク構築か，③その背景は何か.その根拠はどこ
か，③新たなネットワーク構築の診断の在り方はどう
するか等について考察したい.
2聞生涯学習・社会教育の現場診断
北九州市は「公民館jが「市民センターjとなり，総
務市民局地域振興課管轄になった福岡県直方市は，
社会教育・生涯学習が教育委員会管轄から首長部局に
移管され，社会教育・生涯学習は「市民協働課jの社
会教育推進係になった凶そして，教育委員会は「庶務
課jと f学校教育課jのみとなり，学校教育行政へ特
化されたのである.しかし，驚くことは無い i他部局
の改革においては時代の変化を先取りした改革は常で
ある 組織改革は「生き物である組織jの「組織活性
化jの常套手段である‘重要なのは，この現状をどの
( 1 )予算lJ':Iト・職員滅の厳しい現場 ようにして乗り切るかが重要課題である幽
市町村の現状は激しい改革に見舞われている.それ
は，合併，行財政の改革，それに伴う予算の削減・ 3 なぜ，首長部局が生涯学習の推進か9l
カット，さらに，学校の統廃合，限界集落等々の現象
が顕著である.また，公共施設は，市場化テスト，指
定管理者制度の導入.NPO等の活発化等々である
とのような中で，行政担当者は，住民のニーズと市
町村財政のひっ迫，すなわち，予算や剛職員の削減の
中での地域づくり・地域の活性化を求められているの
である.予算カット・職員減等の厳しい現状を踏まえ，
その解決にどのような手法があるのかが関われるので
ある幅その解決のーっとしての新たなネットワークの
構築が求められる.
さらに広く我が国全体を見つめると，平成15年2
月の中教審答申「新しい時代にふさわしい教育基本法
と教育振興基本計闘の在り方についてJ"では，近年
の社会情勢の変化として，①少子高齢化社会の進行，
③高度情報化の進展と知識社会への移行，③産業・就
業構造の変化，④グローバル化{地球規模化)の進展，
③科学技術の進歩，⑥家庭の教育力・地域の教育力の
低下等を挙げている ととでも，とのような社会情勢
の変化を踏まえ生涯学習・社会教育をどのように推進
し効果あるものにするかが問われているのであり新た
なネットワークが求められる.ととでは，新たなネッ
トワーク構築の観点から特化して考察したい.
(2)生涯学習の一般行政化
生涯学習署社会教育の観点から見ると，我が国の行
政改革の中で生涯学習担当部局が，教育委員会から
首長部局に変わっていく大きな流れを感じる.例え
ば，福岡県では，平成20年4月より教育委員会所管の
「生涯学習，青少年育成，文化・スポーツ振興j等が
知事部局「新社会推進部jへ移管された剖.その'1
で，教育委員会生涯学習課は，知事部局の新社会推進
部の社会活動推進課生涯学習室として新設されている
( 1 )広範囲な社会教育の内容
ではなぜ，首長部局が生涯学習の推進をするように
危ってきたのだろうか聞まず盟社会教育法を見てみよ
う.社会教育法第3条では I国及び地方公共団体の
任務jとして. r. .・すべての国民があらゆる機会，
あらゆる場所を利用して，自ら実際生活に却する文化
的教義を高め得るような環境を醸成するように努めな
ければならないjと規定しているー
すなわち，社会教育の内容は，人々の「実際生活に
郎する(うまくあう}文化的教義jを去量定しているので
ある.その文化とは「世の中がひらけで，暮らしが重量
かになることjであり，文化的課題とは，居住地域及
び所属組織などの底流に流れる「文化jの違いに応じ
て，偶人個人に学習するととが要請される課題であろ
う.具体的には，言語学習，民族伝統・習慣，郷土文
化に関わる学習課題，地域課題，現代的課題等が挙げ
られる調まさに，社会教育の内容を幅広く法レベルで
追認しているといえよう.それは，広範囲な内容であ
り，社会教育行政のみでの対応には限界がある.さら
に，文化的教養を「自らJr高めるjためには，一生
涯にわたって幅広く学び続ける生涯学習活動が必要で
あろう
(2)現代的課題の解決学習
現代的課題とは. r生命，健康，人権，豊かな人間
他家庭・家族.消費者問題，地域連帯，まちづくり.
交通問題，高齢化社会，男女共同参商社会，科学技術，
情報活用，知的所有権，国際理解L国際貢献・開発援
助，人口・食料，環境，資源・エネルギーJ(1約2年
{平成4年)生涯学習審議会答申「今後の社会の動向
に対応した生涯学習の振興方策についてJ)叫として
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いる.乙の広範囲な現代的課題を解決するには，首長
部局を含め全庁的な取り組みが必要である.全庁的な
新たなネットワーク構築の必要性の根拠である.
(3) r生きる課題jとしての学習肉容
人々が実際生活の中で「生きるための課題jとし
てその学習内容を見たい. A' Hマズローが提唱する
「人間欲求5階層説jの「①生理的欲求，②安全欲求，
@;愛情と所属の欲求③承認の欲求，⑤自己実現の欲
求jでもわかるように次の課題が挙げられる.すな
わち，まずーっには「生存確保課題J= r①生命・生
存:健康づくり，②安心・安全:子ども見守り隊J等
である.次に「生活l向上課題J= r①家庭生活のi向上
学習，②職業生活の向上学習j等である.さらに f生
きがい課題J= r①人間として豊に生きたい，②趣
味・教養学習，③社会貢献・ボランティア学習j等で
ある.すなわち，生きる課題も，多様で幅広い学習内
容であり，今後の行政も幅広い対応が求められるので
ある幅
(4)求められる幅広い行政の対応
人々の生涯学習活動とは「自己の充実Jr生活の向
上Jr生涯にわたって行う自発的な学習活動jである
その学習活動は=r健康・生きがい学習J• r生活向
f土学習J， r職業学習j等の広い領域である.それを
行政の担当窓口でみると， r健康づくりJr保健福祉I
「コミュニティJr環境リサイクルJr人材育成Jr地
域安全・安心Jr地域防災Jr子育てJr高齢者生きが
いづくりj等々幅広い対応が求められるのである.こ
のことからも，生綾学習行政が首長部局でも求められ
るのは必要不可欠である.これらを支援・解決する行
政の各専門機関の存在が重要であり，その専問機関同
士の連携・ネットワークが求められるのである.
4.なぜ，新たなネットワークの構築か
( 1 )広場化姐多様化・高度化する人々の学習要求
上述にように，社会情勢の変化とともに人々の学習
要求は，広域化・多様化・高度化してきでいる.その
ため，人々の高度化にして広域化・多様化してくる学
習要求に行政が対応するには一部局での対応では解決
は不可能であり，複数の部局の連携・ネットワークに
よる対応が必要になってくる.
(2)一般行政化した生涯学習への対応
これもよ述のように，生涯学習行政の担当窓口は，
「健康づくりJr保健福祉JrコミュニティJr環境リ
サイク)vJr人材育成Jr地域安全・安心Jr地域防災j
f子育てJr高齢者生きがいづくりj等々首長部局の
一般行政にまで広がってきている.との採れは止めら
れない.ではどうするか.住民の生涯学習活動の支援
を中核にして，部局を超えた連携ネットワークの構築
がな投められるのである.
(3)民間企業・団体とのネットワータ化
さらに，地域活動においては，行政問を越えて，民
間企業盟国体との連携による， r社会全体Jr社会総が
かりによる連携システムづくりが求められている.な
ぜなら，行財政の改革は，今や市場原理の導入によりg
指定管理者制度等による公共施設{表-1参照〉の運営
がなされるようになっている聞生涯学習ー社会教育施
設の経営にも企業・同体.NPO法人等が参加するよ
うになったのである.この施設の運営も，住民への学
習サービスを低下させ主主いように，関係機関団体との
新たなネットワークが求められるのである.
表 1 指定管理者制度の対象となる施設
〈公の施設〉日)
福祉施設 保育所、養護老人ホー ム、福祉センター 等
衛生処理艦設 ゴミ処理施設、し尿処理施設等
スボツ施設 体育館、競技場、プル等
社会教育施設 青年・少年自然の家、図書館、博物館、資料館等
宿泊施設 国民宿舎等
公 関 各種公爾
公 J品、堂 市民会館、公会堂、文化センター 、勤労会館、婦人会館、コミュニティー センタ一等
医療施設 病院、診療所
「公の施設jとは， r住民自福祉を増進する目的をもってその利用
に供するための施設J(自治法244条}と苫れ，庁舎，試験研究機
関，競輪場などギャンプル施設などを除く大部分的公的施設 出
典"雑誌[社会教育J2008年2月号白即8-14
5国最近の法律改正圃答申等を f連携ネット
ワークjの視点からみる CF記資料編参照)
( 1 )改正教育基本法(平成18年12月法律第120号)
ととでは. r学校，家庭及び地域住民等の相互の連
携協力jとして. r第13条学校，家庭及び地域住民
その他の関係者は，教育におけるそれぞれの役割と責
任を自覚するとともに相互の連携及び協力に努める
ものとするjとしている.教育基本法に「連携協力j
の重要性が新設・明文化されたととは大きな意義があ
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る.連携協力ネットワークの重要性の現れである. 課題jとしてネットワークの構築が浮かび上がってく
(2)教育再生会議 f社会総がかりで教育蒋生を{最
終報告)J (平成20年1月31日)
教育の再ゃーには「社会総がかりでの子ども，若者，
家庭への支援が必要であるjそのためには「子ども，
若者，家庭に対し，教育，福祉，警察，労働，法務等
の連携システムで総合的支援jが必要だとしている.
また. r社会総がかりjとは「学校，家庭，地域，企
業，団体，メディア，行政など，あらゆる主体jで
あるとしている.この座長であったノーベル受賞者
の「野依良治j氏は. r私の履歴書j(日本経済新聞
社，平成20年8月28日)において. r現代教育の再生
は，学校，家庭，地域，産業経済界などあらゆるセク
ターが A致協力しなければならないjとしている.
致協力のためのネットワーク構築が求められる.
(3)中央教育審鶏会答申『新しい時代を切り拓く生
涯学震の振興方策について ~知の循環型社会の
構築を目指して~J (平成20年2月19日)
社会全体の教育力の向上のためには. r学校闘家
庭・地域が連携するための仕組みづくりjが必要だと
している そのためには. r地域社会全体での目擦の
共有化jを掲げ. r学校，家庭，社会教育団体，地域
社会において活動する企業. NPO等が，地域のニー
ズや課題を共有イヒするjとしている，さらに. r連
携・ネットワークと行政機能に着目した新たな行政の
展開jを提言している調
(4)中央教育審議会答申「教育振興基本計額j
(平成20年4月18日胃 7月1日閣議決定)
ここでも学校・家庭 z地域の連携・協力を強化し
「社会全体の教育力を向上させるjとしている.すな
わち，学校・家庭・地域の社会全体による連携・協力
ネットワークを強調しているのである.
るのである凶
6. 連携・ネットワータを構築・診断の視点
では，望ましい f新たなネットワーク構築し，その
施策を診断するjの診断カルテとしてどのような視点
が必要か. r診断の視点jと，さらにその「施策の推
進方策jについて考察したい.
( 1 )ネットワーク構築の診断の観点
診断の視点として. r関係者・関係機関の連携した
ネットワークになっているかjがある.さらに. r課
題の共有Jr役割分担Jr地域人材の参加・協力Jr地
域人材の養成j等の配慮がなされているかの視点があ
る.
また「資源の有効活用がなされたネットワークかj
「連携による相乗効援は考えられているかJr調整・
活動触発のコーディネート役はいるか」の視点がある
さらに「連携モデル事業の実施がなされているかj
「自己点検の実施Jr情報齢通信技術の活用jの視点
がある すなわち，効果ある新たなネットワークの構
築に当たって以上のような視点で診断するととが求め
られる.
(2)生涯学習施範推進からの診断の在り方の視点
生涯学習施策の推進から見ると，施策推進上で「多
様な関係者・関係機関が連携し，つなぐ・ネットワー
クになっているかjがある.
さらに. r行政課題の共有，役割分担の明確化j
「地域の多様な人材の参加・協力Jr専門的職員を含
めた地域人材の養成・確保Jr連携圃協働できる地域
人材の発掘・育成J等が配慮されているかの視点が
ある.特に，地域人材発掘の視点は. rパートナー探
しjであり. r地域づくりの仕掛け人採しjが重要で
ある.さらに. r地域人材育成jについては，地域人
(5) r社会教育法j改正:(平成20年8月1日法律第坊主ま) 材はすぐには育たない.段階的に育てて活用する必要
「学校，家庭及び地域住民その他の関係者相互の速 がある そのためには，約3段階があり. r第I段階
携及び協力の促進Jを挙げている. は学習者の拡大J• r第2段階は社会参加への誘いJ• 
最近の法律改正・答申等を「連携ネットワークJの 「第3段階は地域プランナーへの養成・活用Jである
視点からみると，そのキーワードは. r連携協力，社 また. r地域の個別の行政目的や機能を持つ仕組み
会総がかりによる，社会全体による総合的システムづ を有機的に連携Jr連携のネットワークを効果的に構
くりjである.総合的システムとは，連携ネットワー 築するj視点がある.
クシステムであり，その構築が求められることになる さらに. r連携ネットワークの仕組みづくりJrネッ
ととに，法改正等を踏まえた生涯学習振興の{新たな トワークの円滑な情報交換jの視点がある.
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表-2 ネットワーク構築の診断の視点
|診断的観点 |診断的視点
関係者・鶴係機関由|・多様な関係者・関係機闘が連携し、|
連携 | つなぐ・ネットワー ク
-行政課題の共有、役割分担の明積ft
.地域的多様な人材由参加・協力
'専門的職員を含めた地域人材開養 | 
成・確保
l' r連携・協働」で古る地域人材の発|‘課題の共有 | 
| 掘・育成・・・誰がするの・・.'"-役割分担 | 
| うするの・地域人材の参加・協力|
I (1)パー トナー 探し・-地域づくり
1・地域人材の養成 | 仕掛け人j探し
I (2)地域人材育成の3段階
|第1段階:学習者自拡大、
|第2段階:社会参加への誘い、
|晋13段階:地域プランナー への養成
・資額出有効活用 |・地域白個別的行政目的や機能を持つ1
・連携による相乗効果| 仕組みを有機的に連携
・調整・活動触発の |鋼連携のネットワー クを効操的に構築|
コー ディネー ト役 | する
-連携モデル事業時実|
施 |・連携ネットワー クの仕組みづくり
・自己点検実施 |・ネットワー クの円滑な情報交換
・情報通信技術の活用|
(3) r組む組織jが相互に f互恵性』のある連携シ
ステムづくり
ネットワークは，人が作る「組織jと f組織Jの
「組み合わせJに似ている連携システムが継続的に
作動するには，組織と組織をつなぎ，動かす潤滑油と
いう「こころ・配慮・ j思いやりjが必要であると恩わ
れる.
では， [組む組織jが相互に「互恵性jのある連携
システムづくりはどのようにしたらいいだろうか幅中
央教育審議会答申「新しい時代にふさわしい教育基本
法と教育振興基本計画の在り方についてjでは， [学
校・家庭・地域社会の連携協力jとして「教育の目的
を実現するための，学校・家庭・地域社会の三者の連
携・協力が重要であり，その旨を規定することが適
当Jとしながら「なお，連携・協力を進めていく上で，
これからの学校t乱自らの教育活動の状祝について積
極的に情報提供するなど説明責任を果たしながら，保
護者や地域の人々の積極的な参加や協力を求めていく
ことが重要であるJ(第2章一2-(4)ー ⑤)とし，相互に
互恵性のある連携協力を強調している.さらにその
組織が互感性ある組織となって動くには，常日頃から
の心の通う「付き合い，交流jが必要といえよう闇
(4)中核的な役割を担う社会教育行政
首長部局に広がりを楽しむ
では，教育基本法の理念等を踏まえ，生涯学習振興
の連携の「要jとなる中核機関は何処か. [社会教育
行政Jに期待したい.平成20'年2月の中央審議会答申
では「社会教育行政はp 学校教育として行われる教育
活動を除いた組織的な教育活動を対象とする行政であ
る.これは，いわば国民一人一人の生涯の各時期にお
ける人間形成という「時間翰jと，社会に存在する各
分野の多様な教育機能という I分野斡jの双方から，
学校教育の領域を除いたあらゆる組織的な教育活動を
対象としており，その範囲は広がりを持ち，生涯学習
行政においてことが期待されているJ(第2部 1-(2ト
「生涯学習振興行政と社会教育行政・学校教育行政の
関係J)としている.すなわち，連携のためのネット
ワークを効果的に構築するため，調整し活動を触発す
るコーディネーターが必要であり，その役割は社会教
育施設や社会教育専門職員である.まさに生涯学習
振興行政を総合的に調和血統合して推進する「総合的
注調整機能jが必要であり，新たなネットワークの構
築が求められるのである.そして，その生涯学習振興
の総合的な調整・統合したネットワークシステムを構
築するのは社会教育関係者であるというととである聞
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資料編
{1) 改正教育基本法の社会教育からの注目視点
①生涯学習の理念 (第3条:生涯学習社会の実
現}
②家庭教育の新設べ第10条:二子の教育は第 a義
的には親・保護者の責任)
③社会教育の振興調(第12条:個人の要望や社会
の要請にこたえ，社会において行われる教育)
④学校，家庭及び地域住民等の相互の連携協力
(第13条.連携・協働}
(2) r教育再生会議剣「社会総がかりで教育再生を
(最終報告)J 平成20年1月31日
本社会総がかりで教育再生を・第三次報告
8属社会総がかりでの子ども，若者，家庭への支援
~青少年を健全に育成する仕組みと環境を~
(1)子ども，若者，家庭に対仏教育，福祉，警察，
労働，法務等の連携システムを作り，総合的に
支援する.
・地域での関係機関窓口の一元化を推進し，国レ
ベルでの体制整備や，必要な法的措置を検討す
る
(2)有害情報から子どもを守るため，全ての子ども
の携帯電話にフィルタリングを設定する
・フィルタリング利用を義務付ける法的規制導入
を進める
(3)幼児教育を充実する，子育て家庭，親の学びを
地域で支援する
.幼児期からの規律ある生活習慣や情操教育を重
視する，将来的な幼児教育の霊長償化を検討する
キ r1.提言の実現に向けて[社会総がかりlJ
-国民一人ひとりが「当事者意識jをもって，学
校，家庭，地域，企業間体，メディア，行政
など，あらゆる主体がそれぞれの役割を自覚し，
教育再生に積極的に参画する
・それぞれが「連携Jを図り，責務を果たす事に
よって，以上のような教育再生を実説する
*社会総がかりでの対応
[直ちに実施に取りかかるべき事項]
①家庭・地域・学校の連携の強化(放課後子ども
プランの全国での完全実施，学校支援地域本部
の全国展開，親の学び・国・地方公共団体・家
庭・地域・学校
②俗悪番組，出版物，ゲームの伯省情報に対する
メディアやスポンサー企業の自粛・自主規制・
企業
③ワーク・ライフ圃パランスの促進に向けた環境
作り:国・地方公共団体・企業
④社会総がかりでのネットワークの形成:地方公
共団体・企業・各種団体等
[検討を開始すべき事項}
⑤子ども，若者，家庭に対する教育・福祉・警察・
労働・法務等の連携による総合支援
⑧携帯電話のフィルタリング義務付け
⑦幼児教育の充実{幼児教育の無償化)
(3) r新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策に
ついて ~知の循潔型社会の構築を目指して~
(答申)平成20年2月1宮日，中央教育審議会
第l部 3 目指すべき施策の方向性
(2~社会全体の教育力の向上 学校闘家庭闘地域が
連携するための仕組みづくりー
②地域社会全体での目標の共有化，
③連携・ネットワークと行政機能に着目した新
たな行政の展開
第 l部 4 具体的方策
(2)社会全体の教育力の向上 学校・家庭陶地域が
連携するための仕組みづくりー
-身近な地域における家庭教育支援基盤の形成
等:一教委，福祉・労働・学校・家庭教育支援団
体，企業等と組む一指摘
圃家庭教育を支援する人材の育成
-学校を地域の拠点として社会全体で支援する取
組の推進
園学校書家庭ー地域を給ぶPTA活動の充実
-地域の教育カ向上のための社会教育施設の活用
剛大学等の高等教育機関と地域の連携
(4) r教育振興基本計画J中央教育審議会国
2008年4月18日答申 7月1日閣議決定
率基本的方向に基づき今後5年間に取組むべき施策に
ついて
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基本的方向1:;社会全体で教育の向上に取り組む
①学校・家庭・地域の連携‘協力を強化し，社会全
体の教育カを向上させる
園地域ぐるみで学校を支援し子どもたちを育む
活動の推進
・家庭噴出域と一体となった学校の活性化
ー放課後や週末の子どもたちの体験・交涜活動
等の場づくり
・青少年を有害環境から守るための取組の推進
圃関係機関の連携による子ども，若者，家庭等
に関する支援の推進
-企業と教育関係者の相互理解・連携・協力の
拡大
②家庭の教育カの向上を図る
剛子育てに関する学習機会の提供など家庭の教
育力の向上に向けた総合的な取組の推進
-幼稚園等を活用した子育ての支援の推進
③人材育成に関する社会の要請に応える
・地域の人材や民間のカも活用したキャリア教
育・職業教育，ものづくりなど実践的教育の推
進
・専門高校等における職業教育の推進
-大学・短期大学・高等専門学校・専修学校等
における専門的職業人や実践的・創造的技術者
の養成の推進
-産業界・地域社会との連携による人材育成の
強化
④いつでもどこでも学べる環境をつくる
-図書館・博物館の活用を通じた住民の学習活
動や偲人の地域の自立支援の推進
・公民館等の活用を遊じた地域の学習拠点づく
り
-持続可能な社会の構築に向けた教育に関する
取組の推進
圃人権教育の推進，社会的課題に対応するため
の学習機会の提供の推進
・地域における身近なスポーツ環境の整備
「学び直しjの機会の提供と学習成果を社会
で生かすための仕組みづくり
(5) r社会教育法j一部改正
(平成20年6月11日法律第59号)
{国及び地;方公共同体の任務)
第3条の3 国及び地方公共団体は，第I項の任
務を行うに当たっては，社会教育が学校教育及び
家庭教育との密接な関連性を有することにかんが
み，学校教育との連携の確保に努め，及び家庭教
育の向i土に資するとととなるよう必要な配慮をす
るとともに学校，家庭及び地域住民その他の関
係者相互の連携及び協力の促進に資することとな
るよう努めるものとする.
(市町村の教育委員会の事務)
第5条の
7 家庭教育に関する学習の機会を提供するた
めの講座の開設及び集会の開催並びに家庭教育に
関する情報の提供並びにこれらの奨励に関するこ
と.
1 3 主として学齢児童及び学齢生徒に対し，学
校の授業の終了後及び休業日において学校，社会
教育施設その他適切な施設を利用して行う学習そ
の他の活動の機会を提供する事業の実施並びにそ
の奨励に関するとと聞
14 青少年に対しボランティア活動など社会奉
仕体験活動， 自然体重量活動その他の体験活動の機
会を提供する事業の実施及びその奨励に関すると
と.
1 5 社会教育における学習の機会を利用して
行った学習の成果を活用して学校，社会教育施設
その他地域において行う教育活動その他の活動の
機会を提供する事業の実施及びその奨励に関する
関するとと.
